
第１章 計画の策定に当たって 第４章 具体的施策の展開

基本目標Ⅰ ＤＶを許さない社会づくり

重点目標１ ＤＶを許さない社会づくりのための教育・啓発の推進

○ 県民に対する啓発活動の推進
○ 男女共同参画の視点からの啓発活動の推進

第２章 ＤＶ対策に関する現状 ○ 学校や家庭、地域における人権教育・啓発の推進
○ 若年層に対する未然防止対策の推進
○ 加害者への対応

基本目標Ⅱ 安心して相談できる体制づくり

重点目標２ 相談体制の強化

○ 女性相談所、男女共同参画センター、警察等における相談機能の充実
○ 通報等についての医療関係者への周知
○ 民生委員・児童委員等への働きかけ

重点目標３ 市町村における相談機能等の充実

○ ＤＶ相談窓口の明確化及び支援体制の整備促進
○ 基本計画策定の取組促進
○ 配偶者暴力相談支援センターの設置促進

重点目標４ 被害者への適切な対応のための研修等の充実

○ 市町村等の相談窓口職員に対する実務研修の実施
○ 学校関係職員へのＤＶ関連情報の周知
○ 女性相談員等に対するケア体制整備の検討

第３章 計画の基本的考え方 重点目標５ 外国人・障がい者等に対する配慮

○ 被害者の人権を尊重した対応
○ 様々な媒体による支援情報の提供
○ 外国人に配慮した相談対応
○ 障がい者、高齢者に配慮した相談対応
○ ＤＶ被害男性や性的マイノリティの方に配慮した相談対応

「第４次ＤＶ対策宮崎県基本計画」の概要

１ 計画策定の趣旨
現行計画期間が今年度末で満了することから、計画の見直しを行い、平成３１年度からの新たな

計画を策定。
２ 計画の位置付け

・ 「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律」に基づく法定計画

・ 本県におけるＤＶ対策を講ずる上での基本的な方向と具体策を示す。

３ 計画の期間

平成３１年度から平成３５（２０２３）年度までの５年間

1 本県の現状
○ H29年度相談受付件数(県女性相談所)
1,591件(前年度比＋75）のうち、ＤＶを主
訴とするものは、601件(前年度比＋95）。
ＤＶに関する相談は、件数･割合ともに増
加傾向。

○ H29年度一時保護者数(県女性相談所)
30人(うちＤＶ 24人)
全体の一時保護者数は、減少傾向であ

るが、ＤＶ被害者数は横ばい。H29年度は、
全体に占める割合が８割。

女性相談所一時保護所における一時保護者数の推移 (単位:人)

年 度 Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９

全 体 59 29 39 39 30

Ｄ Ｖ 27 13 24 21 24

割 合 45.8% 44.8% 61.5% 53.8% 80.0%

２ 県民のＤＶに対する意識（H27年度「男女共同参画社会づくりのための県民意識調査」）
○ 女性の約４割(39.4％）、男性の約２割(21.6％)の人が「夫や妻または恋人から何らかの暴力を
受けた経験」あり。

○ そのうち、「どこ(だれ)にも相談しなかった」人が34.3％(平成22年調査と比較して14.3ポイ
ント減少）。
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１ 基本的視点
① ＤＶは、犯罪となる行為をも含む重大な人権侵害であること。

② 被害者の人権及び被害者本人の意思は、最大限に尊重されるべきものであること。

③ 被害者の保護支援を行うに当たっては、被害者の安全の確保が最優先課題であること。

２ 基本理念(目指す方向)

一人ひとりの人権が尊重されることにより、ＤＶが根絶され、誰もが安心して暮らせる社会



基本目標Ⅲ 迅速かつ安全な保護 基本目標Ⅴ 関係機関との連携協力等

重点目標６ 迅速で安全な保護体制の充実 重点目標１１ 関係機関との連携協力の強化

○ 他の都道府県との広域連携の推進 ○ ＤＶ被害者保護支援ネットワーク会議の充実
○ 被害者の個別の事情や状況に配慮した一時保護の実施 ○ 市町村を始めとする関係機関との連携強化
○ 警察との連携の推進 ○ 他の都道府県との広域連携の推進（再掲）
○ 被害者に対する支援措置の強化 ○ 民間団体との連携強化
○ 母子生活支援施設の設置に向けた取組

重点目標１２ 適切かつ迅速な苦情解決の仕組みの確立

重点目標７ 同伴家族の保護
○ 関係機関への苦情処理体制整備についての働きかけ

○ 児童相談所等関係機関との連携強化による同伴児への支援体制の充実
○ 障がい者、高齢者に配慮した相談対応（再掲）

重点目標８ 同居中の交際相手からの暴力被害者及びスト－カ－被害者の保護

○ 身の安全を最優先にした迅速な一時保護の実施

重点目標９ 保護命令制度に対する適切な対応

○ 保護命令制度についてのさらなる周知の徹底
○ 保護命令申立てに係る支援
○ 保護命令の通知を受けた場合の適切な対応

基本目標Ⅳ 自立の支援

重点目標１０ 自立支援の充実

○ 住宅確保に係る支援の充実
○ 就業支援の充実
○ 国民健康保険、生活保護等各窓口における被害者への適切な対応
○ 被害者支援のためのリーフレット等の作成
○ 子どもに対する支援の充実
○ 母子生活支援施設の設置に向けた取組（再掲）

[数値目標]

目 標 項 目 現 状 目標年次
（平成29年度） 平成35(2023)年度

基本目標Ⅰ ＤＶを許さない社会づくり

配偶者や恋人から暴力を受けた経験が ３４．３％ ２０％
ある人でどこ(だれ)にも相談しなかった （平成27年度）
人の割合

基本目標Ⅱ 安心して相談できる体制づくり

ＤＶ対策基本計画を策定している市町村数 １２市町村 ２６市町村

配偶者暴力相談支援センターの機能を ０市町村 ３市町村
果たす施設を有する市町村数

基本目標Ⅲ 迅速かつ安全な保護

母子生活支援施設数 ０施設 １施設
（平成30年度）

基本目標Ⅳ 自立の支援

一時保護されたＤＶ被害者が施設等へ ８２．４％ １００％
の入所や地域における安全な生活につ （平成25～29年度平均）
ながった人の割合


